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研究要旨 
妊婦検診において HTLV-1 検査が必須項目となり、キャリア妊婦に対する保健指導や相

談体制の構築が必要とされた。当初、妊婦を含めたキャリアの一次相談窓口としての保健
所が想定されたが、全国的に統一した体制を確立するためには、解決すべき問題点が少な
くない。本分担研究では、保健所をキャリア相談の窓口と設定した際の問題点を明らかに
し、全国に８０～１００万人いると想定される HTLV-1 感染者が、スムーズに相談できる
体制を構築することを１次目標とした。前研究班の調査により（１）検査受付後の医療機
関との連携も各保健所の判断に任されており、母子感染対策協議会の活動も反映されてい
ない。（２）相談窓口における、HTLV-1 ウイルスの認知度の差や、相談体制の地域差など、
現状にあった相談体制の構築が必要である、ことなどの課題が明らかになった。その状況
を基に、佐賀県において２０１２年から開始した HTLV-1 専門外来と保健所と連携をモデ
ルとして、キャリア相談窓口の整備体勢を検討してきた。３年間の活動において、カウン
セリングや授乳相談を重要性、キャリア妊婦用 DVD の作成や、本研究班が作成した説明用
のツールを有効活用することによって、保健所の窓口業務負担を軽減し、かつ地域事情に
即した HTLV-1 相談窓口業務を構築することが必要である。今回の活動から保健所の相談
窓口としての妥当性と、受け入れ先としての地域の期間施設の整備の必要性が明らかにな
った。 

Ａ.研究目的 

 全国で約１，４００ヵ所の相談窓口のうち

６０％以上の施設において相談実績がない

ことが報告されている。本研究では、相談窓

口の現状を明らかにし、全国における有効性

のあるカウンセリング体制を提案すること

を目的とする。 

 

Ｂ.研究方法 

 保健所を一次相談窓口と想定した時の問

題点を明らかにするとともに、地域の実情に

応じた相談体制を提案し、実現に向けて体制

を整える。 

 

（倫理面への配慮） 

 今回の調査研究においては個人情報を特

定できる内容を含んでいない。従って倫理面

での管理に関する問題は発生しないが、今後

特定事例における調査の必要性が発生した

場合については、院内倫理委員会に申請を行

い、対象者に対するインフォームドコンセン

トの取得を条件に調査を行う。 

 

Ｃ.研究結果 

(1) 保健師を中心とする現場の担当者の意識

として、相談実績が少ないこと、妊婦の授乳

対策、HTLV-1 キャリアの健康相談、社会的

側面からの相談など対応内容が多岐にわた

ることからの不安が大きいことが明らかに

なった。 

(2) 母子感染対策協議会の位置づけ:組織と

しては存在していても活動実績がない自治

体が少なくない。保健所とキャリア受診医療

機関、産科､小児科との連携の強化が必要で

あり、全国規模で考えたときに重要な体制で

あると考えられる。 



(3) 受け入れ窓口が保健所であれ、産科施設

であれ、キャリアが受診を希望される際の医

療機関との連携先を整備することが急務で

ある。 

 他県との交流:保健所連携を検討するうえ

で、キャリアの分布に応じて、九州各県のよ

うなウイルス保有率の高い地域、大都市圏の

ように保有率は高くないが、実数の多い地域、

保有率、実数ともに稀な地域にそれぞれあっ

た受け入れ態勢を構築する必要があると考

えられた。そのために、全国保健所長会等と

の連携についても検討を進めている。 

 

Ｄ.考察 

 キャリア相談窓口を全国的に保健所統一

することについては問題が多いと考えられ

た。HTLV-1専門外来の実績から、キャリア

対応には医学的な問題のみならず、社会医学

的な側面など多彩な知識と経験を必要とす

る。また、キャリアの側の問題としても

HTLV-1に関する認知度の低さ、HIV感染と

の混同、相談窓口としての保健所を意識して

いないなどが挙げられる。キャリアの比較的

多い佐賀県においても、陽性者のカウンセリ

ング実績がなく、特に妊婦に対する対応に関

しては、キャリアである妊婦に対するカウン

セリング、母乳育児に関する相談対応につい

ては、保健所のみでの対応は困難であり、医

療機関との連携が必須であると考え、様々な

取り組みを行ってきた。しかしながら連携の

ための実行組織として位置づけられる、母子

感染対策協議会が活動していないこと、２次

相談窓口としての医療機関側の対応も、地域

や自治体ごとに異なるなど、現在のままでは

スムーズな連携は困難と考えられる。 

 今後キャリア相談窓口の整備のためには、

少なくとも母子感染対策協議会の実働状態

の把握と全国の協議会の情報共有体制の整

備、保健所を１次受け入れ窓口としても、そ

の後の受け入れ医療機関の整備（期間施設の

設置など）、キャリア相談内容に応じた機能

的な連携体制の構築が必須だと考えられる。 

 

Ｅ.結論 

 HTLV-1感染対策において、妊婦を含めた

キャリアの一次相談窓口としての保健所の

存在意義は大きいが、全国的に統一した体制

を確立するためには、解決すべき問題点が佐

賀県の調査からいくつか明らかになった。キ

ャリア相談対応DVDの作成や各種パンフレ

ット、相談対応Q&Aの作成、きゃりネットな

どの情報提供および収集システムの構築な

ど基盤が少しずつ整えられており、今後は医

療機関側の体制整備が必要である。 
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